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SDGs未来都市に選定されました！

令和元年7月12日(金)

市長定例記者会見

都市戦略本部 都市経営戦略部

~誰もが住んでいることを誇りに思える都市へ~



×ＳＤＧｓ未来都市選定証授与式の様子(総理官邸)

（左から）阿部外務副大臣、西村内閣官房副長官、菅内閣官房長官、

大坪日野市長、清水さいたま市長、安倍内閣総理大臣、

鬼頭みなかみ町長、片山内閣府特命担当大臣、野上内閣官房副長官

片山内閣府特命担当大臣との集合写真



×持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは

■２０１５年９月 国連サミットで採択

■「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性
のある社会の実現のため、２０３０年を年限とする
１７の国際社会共通の目標（ＳＤＧｓ）である。

〇すべての人々にとってよりよい、より持続可能な未
来を築くための青写真である。

〇貧困や不平等、気候変動、環境劣化、繁栄、平和と
公正など、諸課題の解決を目指す。

〇誰一人置き去りにしないために、２０３０年まで
に各目標・ターゲットを達成することが重要である。

ＳＤＧｓの概念



×内閣府所管 ＳＤＧｓ未来都市/自治体ＳＤＧｓモデル概要

ＳＤＧｓ未来都市の活用と効果



×SDGs国際未来都市・さいたま2030モデルプロジェクト

・SDGｓの理念を踏まえた本市の「経済」「環境」「社会」の取組について、(仮称)E-KIZUNAグローバルパートナーシップ事業を通じ、新たにグロー
バルサミットを開催し、本市のブランド価値の向上を図るとともに、国際的ステークホルダーとの交流を深化させ、ビジネスチャンス・雇用の拡大を
図り、市民誰もが住んでいることを誇りに思える都市を目指す。



×さいたま市2030年のあるべき姿

誰もが「住みやすい」「住み続けたい」と思える社会の実現
〇現総合振興計画(～2020年度)・新総合振興計画(平成2021年度～)においても変わらぬ基本理念

市民満足度(本市では住みやすい思う人の割合に置換え)を１％でも向上させることが基本使命

今後も各事業を着実に行うとともに、少子高齢化に歯止めをかけ、失敗を恐れない改革の実現
老朽化している公共施設に対し、公民連携等活用し、知恵と工夫にて財源抑制

※新総合振興計画において、SDGｓの考え方を取り入れ、全庁的な意思統一、向かうべき方向性の確認を行う。

スポーツ 健康 環境 教育

・交通の要衝
・災害に強い

首都圏広域地方計画
TEC－FORCEの位置付け

2015年からの10年間「運命の10年」と位置付け、市長自ら各事業に対し、先導指揮
→ 人口減少転換期を５年間遅らせる

４つの柱 ２つの強み


